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平 成 2 8 年 8 月 1 0 日 
総務省沖縄行政評価事務所 

国道等の維持管理に関する行政評価・監視 
＜調査結果に基づく改善意見の通知＞ 

 総務省沖縄行政評価事務所（所長：高江洲辰也）では、平成28年４月から同年７月にかけ

て、内閣府沖縄総合事務局が管理する直轄国道のより一層の安全性及び利便性を確保す
る観点から、同局が管理する国道６路線（道路延長約284㎞）を対象とし、当事務所職員が
徒歩及び車両により、維持管理状況を調査しました。 
 その調査結果を踏まえ、平成28年8月10日に、沖縄総合事務局に対して必要な措置を講
ずるよう改善意見を通知しましたので、その概要を公表します。 

【照会先】
総務省 沖縄行政評価事務所 評価監視官 
 担 当： 小川、友利 
 電 話： 098-866-0159 
 Ｆ Ａ Ｘ ： 098-866-0146 
 Ｅメール： okn12@soumu.go.jp 
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調査結果の概要 

調査の背景 

・ モノレール以外に鉄軌道が無い沖縄県において、道路は、経済・産業活動や社会を支える重要な基盤。 
   中でも、国道は、幹線道路網を構成し、中心的な役割（沖縄総合事務局が管理する直轄国道は約284㎞ ） 
・ 道路管理者は、道路法（昭和27年法律第180号）に基づき、道路を常時良好な状態に保つよう維持し、修繕し
もって一般交通に支障を及ぼさないように努めなければならないとされている。 
・ 沖縄県の入域観光客数は、平成27年度に約793万人と過去最高を記録。近年、沖縄県では外国人観光客を
含めた観光客数・レンタカー利用者も増加 
・ 行政相談にも、国道の適切な維持管理に関する申し出あり 
⇒ 国道利用者が安全かつ快適に利用するために、道路、道路標識等の附属物の適切な維持管理は重要 
⇒ 沖縄総合事務局が管理する直轄国道の維持管理の実施状況を調査 

調査の概要

○ 調査実施時期：平成28年４月～７月 
○ 調査対象機関：沖縄総合事務局 
○ 主な調査事項 
１ 歩道等の安全及び利便の確保 
２ 道路標識の維持管理 

 沖縄総合事務局における道路巡回及び歩道
巡回（道路等巡回）業務の実施状況を調査する
とともに、当事務所において、県内の直轄国道を
徒歩及び車両により調査 

所見表示事項の要旨 

・ 道路等巡回は、利用者、特に高齢者や障害者等
の視点に立った具体的な点検項目を設定するなど
して、これを活用した点検を行うこと 
・ 道路標識については、「表示の薄れ」等の標識の
視認性についての改善すべき事例の事例集を作成
するなどにより、的確な点検・補修を実施すること 
・ 今回、当事務所が指摘した事例については、計画
的にその対策を行うこと 



、

 135  142  
  

 

3 

１ 歩道等の安全及び利便の確保 

制度・仕組み 

○ 直轄国道の維持管理は、沖縄
総合事務局の出先機関の国道事
務所が実施 

○ 維持管理のための道路等巡回
は、国道事務所が作成した巡回要
領等に基づき、主に民間への外部
委託により実施 

○ 「高齢者、障害者等の移動等の
円滑化の促進に関する法律」（平
成18年法律第91号）により、移動

等円滑化（バリアフリー化）基準は
全ての道路に対して適合の努力
義務あり 

調査結果 

① 732か所において改善を要すべき状況あり（うち221か所は既に改善済み） 
・ 視覚障害者誘導用ブロック 379か所（ブロックの途切れ、県・市町村道と
未接続、誘導内容誤り、障害物に近接して設置など） 

・ 横断歩道橋 30か所（階段の踊り場に視覚障害者誘導用ブロック未設置、
手すり未設置、一部の腐食など） 

・ 防護柵７か所（未設置、破損など） 
・ 視線誘導標 か所、地点標 か所（毀損、雑草繁茂で視認困難など）

② 国道事務所における道路等巡回の点検項目は、既存施設の損壊等が中心
で、高齢者や障害者等の視点に立った具体的な項目が無い。このため、巡回
員による視覚障害者誘導用ブロックや横断歩道橋の点検について、高齢者
や障害者等の視点が十分に考慮されていない。また、視線誘導標（縁石鋲）
など、点検の充実を図ることが必要な施設あり 

③ 身体障害者団体から道路に特化した意見交換の場の設定要望 

所見表示事項 
 沖縄総合事務局は、直轄国道の的確な維持管理を行い、もって道路利用者のより一層の安全及び利便の確保を図る観点から、次
の措置を講ずる必要がある。 
① 道路等巡回の実施に当たっては、道路利用者、特に高齢者や障害者等の視点に立った具体的な点検項目を設定したチェックリ
スト等を策定するなどして、これを活用した点検を行うとともに、視線誘導標（縁石鋲）や地点標（百メートル標）等に係る点検を的
確に実施すること。 

② 今回、当事務所が指摘した事例については、計画的にその対策を行うこととし、特に、歩行者の安全が十分確保されていないも
のについては、速やかに必要な措置を講ずること。 

③ 国道の改築等に当たっては、移動等円滑化基準に適合させるための必要な措置が講じられるよう、身体障害者団体等の意見・
要望を取り入れる方策等を検討すること。 

  また、今後、視覚障害者誘導用ブロックの設置に当たっては、道路管理者が異なる道路においても、地方公共団体等との協議を
実施するなどして、その連続性が確保されるよう努めること。 
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２ 道路標識の維持管理 

制度・仕組み 

○ 道路法及び「道路標識、区画線
及び道路標示に関する命令」（昭
和35年12月17日総理府、建設省

令第３号）に基づき、道路管理者
は、必要な場所に、道路標識（案
内標識及び警戒標識）を設置 

○ 「道路標識設置基準」（昭和61年
11月１日都街発第32号、道企発
第50号）では、道路管理者による、

道路標識設置後の維持管理の十
分な実施、巡回点検、異常を認め
た場合の速やかな補修の実施を
規定 

調査結果 

① 62か所において改善を要すべき状況あり（うち25か所は既に改善済み） 
・ 案内標識 44か所（必要な場所に未設置、掲示板が汚損・薄れ・樹木で
視認困難、距離表示間違い、補助標識の毀損・欠落など） 

・ 警戒標識 18か所（必要な場所に未設置、掲示板が汚損・薄れ・樹木で
視認困難、補助標識の毀損など） 

② 国道事務所による道路標識に係る点検では、 「表示の薄れ」に係る補
修の要否の判断が難しいこと等のため、長期間改善されないまま置かれ
る例あり。また、長期間改善されない事例については、巡回日誌等により
把握されているが、組織的な管理が十分とはいえない。巡回員の点検は
既存施設の損壊等が中心で、案内標識の表示の誤り等が把握されてい
ない。                   

所見表示事項 

 沖縄総合事務局は、運転者等の安全及び利便をより一層確保する観点から、次の措置を講ずる必要がある。 
① 道路等巡回における道路標識の状態等の確認に当たっては、「表示の薄れ」等による道路標識の視認性についての改善を図る
べき事例の事例集を作成するなどにより、的確な点検・補修を実施するとともに、道路等巡回で「要観察」と判断された道路標識に
ついては、継続的に補修の要否を確認できるよう、一覧表を作成するなどして情報を共有し組織的に管理を行うこと。 

② 案内標識に係る表示の誤りや標識間の整合性等表示内容に係る点検については、例えば定期的に点検を行うなど、点検方法
に係る必要な措置を検討すること。 

③ 今回、当事務所が指摘した道路標識に係る事例については、計画的にその対策を行うこととし、特に、案内標識及び警戒標識の
設置の必要性を指摘した事例については、当該標識の設置について速やかに検討すること。 



（参考）用語の解説 

用  語 解  説 

移動等円滑化基準  国土交通省が「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律」に基づき定めた
「移動等円滑化のために必要な道路の構造に関する基準を定める省令」（平成18年12月国土
交通省令第116号）をいう。移動円滑化（バリアフリー）のために必要な道路の構造に関する基

準を定めているものであり、高齢者、障害者等をはじめ全ての利用者のニーズに合ったより質
の高い歩行空間の形成を求めている。また、本基準は、全ての道路に対して適合の努力義務
が課されている。 

視覚障害者誘導用 
ブロック 

 視覚障害者に対する誘導又は段差の存在等の警告若しくは注意喚起を行うために路面に敷
設されるブロックをいう。「線状ブロック」（並行する線状の突起をその表面に付けたブロック）で
移動方向を、「点状ブロック」（点状の突起をその表面に付けたブロック）で段差の存在等の警告
又は注意を喚起する位置を示す。 

防護柵  進行方向を誤った車両や歩行者等が路外などへ逸脱するのを防止し、これによる被害、損害
などの発生を防止、軽減するために設置される。その用途から、車両用防護柵と歩行者自転車
用柵に分類される。 

視線誘導標  車道の側方に沿って道路線形等を明示し、運転者の視線誘導を行うために設置する施設。設
置場所は、左側路側を原則とし、必要に応じて中央分離帯及び右側路側等にも設置する。 

地点標  道路管理者が道路の管理を行う際に必要な施設であり、道路利用者に対しては、現在位置、
目的地までの距離、走行方向の確認等の情報を提供する。原則として、道路の上り線及び下り
線の左側路端に設置され、路線番号、起点名及び起点からの距離に関する情報等を表示する。 

案内標識  道路標識のうち、目的地・通過地の方向、距離や道路上の位置を示すものであり、道路管理
者が設置する。 

警戒標識  道路標識のうち、道路上で警戒すべきことや危険を知らせ、注意深い運転を促すため設置す
るものであり、道路管理者が設置する。 

（注） 「道路構造令の解説と運用」（公益社団法人 日本道路協会）、「道路の移動等円滑化整備ガイドライン」（財団法人 国土技術研
究センター）等に基づき、当事務所が作成した。 5 
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